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10月の株式市場は、月初に、米中貿易協議や英国のEU（欧州連合）離脱問題の先行き不透明感が強まっ

たことなどから、下落して始まったものの、米中貿易協議が部分合意に至ると、上昇基調に転じ、英国の合意
なき離脱の可能性が低下したことも追い風となり、月末にかけて堅調に推移しました。28日には、米S&P500

種株価指数が最高値を更新したほか、日経平均株価も29日にかけて7日連続で年初来高値を更新しました。

11月は、米中の部分合意の詰めの協議の行方に注目が集まります。10月上旬に開かれた米中閣僚級協
議では、「第1段階」とされる部分的な合意がなされ、中国が米国産農産品の輸入を増やす一方、米国は10

月15日に予定されていた対中制裁関税の第1～3弾の税率引き上げを見送りました。トランプ米大統領は、こ
の「第1段階」の合意について、11月中旬にも正式に署名をめざす考えを示しています。なお、米政権は12月
15日に発動予定の対中制裁関税第4弾の残りの部分について、今後の交渉次第で発動を取り下げる可能
性を示唆しており、発動が回避されれば、世界的に株式市場の追い風になると期待されます。

英国では、英政府がEUと合意した離脱協定案について、10月中の英議会での採決が見送られ、離脱期限
は10月末から最長で20年1月末へと、改めて延期されました。こうしたなか、ジョンソン英首相は、現状を打
破するために12月12日に総選挙を実施する法案を提案し、議会で可決されました。過半数の議席を獲得す
ることで、離脱協定案の議会承認を狙っています。今回の総選挙では、与党・保守党が主張する速やかな
EU離脱と、野党が主張する2度目の国民投票の、どちらを支持するかが争点となりそうです。足元の世論調
査では保守党がリードしているものの、国民投票実施への支持も高く、選挙戦の行方が注目されます。

日本では、4-9月期の企業決算発表が本格化します。世界景気の減速懸念や円高傾向を背景に、業績予
想の下方修正が相次ぐと見込まれているものの、足元の米中貿易協議の進展が投資家心理の改善につな
がっており、株価への影響は限定的との見方もあります。

（信頼できると判断した情報をもとに日興アセットマネジメントが作成。スケジュールは予告なしに変更される可能性があります。）

※上記は過去のものおよび予定であり、将来を約束するものではありません。

11月 予定

1日（金） ■米国、10月のISM製造業景況指数、■米国、10月の雇用統計

5日（火） ●オーストラリア、金融政策決定会合

6日（水） ●英国、金融政策委員会（～7日）

8日（金） ■中国、10月の貿易統計

10日（日） ■スペイン、やり直し総選挙（4月の総選挙後の連立交渉の決裂を受けて）

11日（月） ■中国、独身の日（インターネット通販各社による大規模セール実施）

13日（水）
■米国、EUなどに対する自動車・同部品の輸入制限措置の実施猶予の期限
■米国、10月のCPI（消費者物価指数）、●ニュージーランド、金融政策決定会合

14日（木） ■日本、7-9月期GDP（速報値）、■中国、10月の小売売上高、鉱工業生産、都市部固定資産投資

18日（月） ■米政府による中国通信機器大手への制裁措置の一部猶予（部分的な輸出許可措置）の期限

20日（水） ●米国、10月29～30日のFOMC（連邦公開市場委員会）議事録公表

29日（金） ■米国、ブラックフライデー（感謝祭翌日の金曜日、年末商戦の初日としてセールが実施される）

30日（土） ■中国、11月の製造業PMI

中旬 ■米国、中国との貿易協議の「第1段階」の部分合意の署名をめざす意向

●金融政策関連

■政治・経済関連


